
上述したような取り組みに対しては、セーフティネット支援対策等事業費補助金の  

交付に当たり、他に優先して採択していく方針であるので御了知願いたい。  

（6）通院移送費の適正化について  

医療扶助の通院移送費については、平成20年4月以降、局長通知や課長通知等を   

発出し、給付範囲等の基準及び審査等の手続を明確化し、また平成20年6月には   

「医療扶助における移送の給付決定に関する留意点（周知徹底依頼）」（平成20年   

6月10日社援保発第0610001号）を発出し、  

① 平成20年4月通知改正前の「移送に必要な最小限度の額」というこれまでの  

基準を変更するものではなく  

② もとより、被保護者の方が必要な医療を受けられなくなることがあってはなら  

ず、必要な交通費は支給されるべきである   

という趣旨を明確にし、この点について各実施機関等に対し、様々な機会を通じて、   

周知・徹底を図ってきたところである。  

今般、上記通知発出後においても、一部の自治体において通知の趣旨が徹底されず   

に、一律・機械的な取扱いがなされているとの意見があったことから、これまで発出   

した通知の趣旨について、さらなる徹底を図っていただきたく「生活保護法による医   

療扶助運営要領について」（昭和36年9月30日社発第727号）の改正を予定していると   

ころである。  

各福祉事務所においては、今後発出される改正通知等で示した一定の手続にのっと   

って、個々の事案ごとに十分な検討を行い、不正受給や過大給付などが発生しないよ   

う「濫給の防止」に努めるとともに、画一的な取扱いによって一律に給付を認めず、   

被保護者が必要な医療を受けられなくなることはあってはならないことであり、その   

ようなことのないよう「漏給の防止」にも努められたい。  

（7）生活保護法第29条に基づく調査について  

生活保護法第29条に基づく資産及び収入の状況の調査については、昨年度「課税   

調査の徹底及び早期実施について」 （平成20年10月6日厚生労働省社会・援護局   

保護課長通知）を発出し、不正受給の早期発見及び未然防止に努めていただいている   

ところであるが、今般、実施機関が官公署等に対し調査を行う際については、以下の  
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事項に留意の上、引き続き適切に調査を実施するようお願いする。  

ア 公共職業安定所に対する調査について   

公共職業安定所に対する29条調査を実施する場合については、「生活保護法第   

29条に基づく公共職業安定所長に対する調査の嘱託について」（昭和58年9月  

12日社保第95号厚生労働省社会局保護課長通知）に基づき、申請時等に本人か   

ら提出のあった同意書を添付の上、公文にて調査を依頼することを徹底し、雇用保   

険の受給状況等に関する情報の報告を必要に応じて求めること。その際、調査の嘱   

託は、機械的に行うことなくその必要性について十分な検討を加えるとともに、保   

護の決定及び実施に必要不可欠な事項について行うこと。  

また、特に、訓練・生活給付金など、昨今新たな給付事業が職業安定所において   

行われていることから、就労支援に限らず、給付に関する事項についても、職業安   

定所との連携強化を図り、生活保護の適正な運用に努めること。  

イ 金融機関等に対する調査について  

調査の際に徴収される手数料について実態を調査したところ、手数料を徴収され   

ている自治体は、都道府県・指定都市・中核市106自治体のうち49自治体であ   

り、南九州地方など特定の地域に偏在して手数料が徴収されている状況であった。  

また、1件あたりの平均手数料は33円（最高額722円～最低額10円）であ   

ることから、大部分が郵送代やコピー代など実費相当程度であり、同一金融機関で   

あっても、自治体や支店によって料金が異なる実態も見受けられた。  

保護の実施機関においては、上記結果を踏まえ、引き続き金融機関等に対しては、   

生活保護法第29条の趣旨を十分説明し理解を得るよう努めるとともに、適切に必   

要な調査を実施するようお願いする。  

ウ 税務官署に対する調査について   

特に、住民登録が管外にある生活保護受給者の課税所得の調査を実施する場合等   

については、他の自治体の税務官署に対し調査依頼を行うこととなるが、税務官署   

における本調査の取扱いについては、過去に以下のとおり示されているので念のた   

め確認の上、適切な調査に努められたい。  
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l  

l  

l ：月刊「地方税」別冊 『地方税質疑応答集』91頁 （財）地方財務協会 編  
l  

l  

： 273 福祉事務に関する町税課税状況等の審査について  
l  

l  

間 福祉年金、福祉医療、国民年金免除申請等の受給資格審査及び保育料の決…  

l  定のため、庁内の福祉係が町民税課税台帳等の閲覧をした場合、審査の結果：  
1   

所得額等が基準額以上になり受給資格の停止など納税者に不利になる場合も：  
l   

ありますが、庁内内部の閲覧であるので地方税法第22条にてい触しないも：  

のと解して差し支えないでしょうか。また、福祉サイドでの根拠法文もあわ： l   

せてご教示下さい。  
l  

1  

1 答 一般に収入額又は所得額、税額等は地方税法第22条の「秘密」に該当し：  
l  ますので、国民年金法第108条、生活保護法第29条、児童扶養手当法第：  

l  

老人福祉法第36条、児童扶養手当法第28条等の法令の根拠があ：  30条、  
l  

る場合は格別、そうでない限り、一般には、庁内職員といえども課税台帳を：  

閲覧させることは秘密漏えいに関する罪にてい蝕するものと考えます。  
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5 その他  

（1）平成22年度の実施要領等の改正について  

平成22年度の主な改正事項は、以下のとおりの予定である。  

ア 劣悪な無料低額宿泊施設等に対する対応について  

自立に向けた転居支援の推進を図るため、劣悪な無料低額宿泊施設等から転居す  

る場合に必要となる敷金等や移送費などについて支給できる旨を明記するほか、劣   

悪な施設への入所を防止する観点から、安定した住所のない方が住居を確保するに  

当たり、不適切と判断される施設へ入所する場合は敷金等を支給しない旨等を規定  

することとしている。  

イ 初任給が支給されるまでの通勤費の支給について  

手持金のない生活保護受給者の就労を支援するため、新規就職者で初任給が支給  

されるまでの期間における通勤に必要な当座の資金がない方については、交通費を   

就職支度費として支給できることとしている。  

ウ 高等学校等を卒業し、就職する者に対する運転免許証取得費の支給について   

高等学校を卒業する者の就労を支援するため、高等学校卒業予定者に対し、高等   

学校卒業後の就職が内定し、仕事上自動車の運転免許証が必要な場合については、   

運転免許証取得費用を支給することとしている。  

エ その他  

地域生活定着支援センターを利用した方の実施責任や年金担保貸付制度の改正に  

伴う保護の取扱いについて明記することとしている。  

（2）生活保護関係予算について  

ア 平成22年度予算（案）について  

（ア）保護費負担金について  

保護費負担金については、各扶助ごとの給付実績を基礎としたうえで、直近の  

被保護人員の伸び等を踏まえるとともに、雇用施策やその他福祉施策による影響  
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を踏まえ、平成22年度予算（案）においては、対前年度1，421億円増（   

6．9％増）の2兆2，006億円を計上しているところである。  

平成22年度予算（案）の状況  

21年度予算   22年度予算（案）   増△減額   

保護費負担金   2兆585億円   2兆2，006億円   1，421億円   

（イ）セーフティネット支援対策等事業費補助金  

セーフティネット支援対策等事業費補助金については、平成22年度予算（案）  

において、対前年度30億円増の240億円を計上しているところである。  

このうち、生活保護関係の新規事業としては、保護施設を経営する社会福祉法  

人等が社会福祉法第2条第3項に規定する無料低額宿泊事業を運営するに当たり、  

被保護者に対し地域社会での自立生活のための生活指導及び就労指導のために必  

要な財政支援を行う「居宅生活移行支援事業」を創設することとしている。  

また、行政刷新会議による事業仕分けにおける指摘等を踏まえ、医療扶助の適  

正化に向けた取組として、外部委託の促進等、実効性のあるレセプト点検事業の  

充実に必要な予算の確保を行ったところである。  

なお、平成21年度までセーフティネット支援対策等事業費補助金において  

実施している自立支援プログラム策定実施推進事業のうち「就労支援事業」及び  

「就労意欲喚起等支援事業」、住宅・生活支援対策事業のうち「住宅手当緊急特  

別措置事業」については、平成21年度第二次補正予算において各都道府県に造  

成された「緊急雇用創出事業臨時特例交付金（基金）」の「住まい対策」に係る  

事業として実施されることとなるのでご留意願いたい。  

平成22年度予算（案）の状況  

21年度予算   22年度予算（案）   増△減額   

セーフティネット支援  
210億円   240億円   30億円   

対策等事業費補助金  

イ 緊急雇用創出事業臨時特別交付金（基金）について  

平成21年度第二次補正予算においては、離職した方等が安心して就職活動を行  
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うために必要な生活基盤である「住まい」に着目し、「住まい対策の拡充」を図る   

ため、緊急雇用創出事業臨時特例交付金700億円を計上し、各都道府県の基金に   

積み増しすることとしている。   

この基金により、平成22年度においても、引き続き切れ目のない形で、「住宅   

手当緊急特別措置事業」、「ホームレス支援対策事業」及び「就労支援の強化」等   

の事業を実施することとしているので、各自治体においては、より一層の効果的な   

事業実施に取り組んでいただきたい。  

＿
▼
 
1
 
 
L
靂
1
1
†
．
1
t
 
 

（3）生活保護関係予算の執行について  

ア 生活保護費等負担金の執行について  

（ア）平成22年度の執行について  

各自治体への生活保護費等負担金の交付は、予算の効率的な執行の観点から、  

各自治体より報告された所要見込額に基づき行っているところである。  

平成22年度においても、 四半期ごとに所要見込額を把握することとしている  

が、厳しい雇用失業情勢を受けて保護動向も大きく変化しているため、各自治体  

においては、常に管内の保護動向等を踏まえ、適切に所要額を算出するとともに、  

これに必要な財源措置を講じられたい。  

なお、毎年、所要額を過大に見込んで多額の返還金が生じている自治体が見受  

けられるところであるが、限られた財源を有効に活用する観点から、適切に所要  

額を算出していただくよう願いたい。  
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（イ）現業員等の詐取等に係る生活保護費国庫負担金の精算等について  

近年、現業員等による生活保護費の詐取等の不正事案が発生していることから、  

「現業員等による生活保護費の詐取等の不正防止について」 （平成21年3月9   

日厚生労働省社会・援護局保護課長通知）を発出し、生活保護費の支給等の事務   

処理の適正化、詐取等不正事案の報告・把握、詐取等に係る生活保護費国庫負担   

金の精算について周知を図ったところである。しかし、未だに詐取、事務け怠等   

の不正事案が見受けられることから、各自治体におかれては、本通知の周知をさ   

らに徹底し、不正事案の防止に努められたい。また、不正事案が発生した場合は、  

本通知において示している報告書様式にて、速やかに厚生労働省に報告されたい。  
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（ウ）調定額の計上及び調定後の債権管理等に係る留意事項について  

生活保護費負担金交付額の精算については、「生活保護費国庫負担金の適正な  

精算について」（平成17年9月29日社会・援護局保護課長 通知）′により、適  

正な返還金等の調定額の計上について周知しているところであるが、会計検査院   

の平成20年度決算検査報告においても63自治体分について、不当であるとの  

指摘を受けたところである。各自治体においては、本通知の趣旨を踏まえ、この  

ような事態が生じないよう、適切に国庫負担金の精算を行われたい。  

また、地方自治法に基づく納入の指導や時効中断等の必要な措置を行わない   

まま時効となり、結果として不能欠損とすることは適切な処理とは認められない  

ので、調定後の債権管理等についても、適切に行われたい。  

イ セーフティネット支援対策等事業費補助金  

セーフティネット支援対策等事業費補助金に係る実施要綱及び平成22年度の交  

付方針は別途通知することとしているが、平成2？年度においては、無料低額宿泊   

施設の適正な運営を図るための「居宅生活移行支援事業」を新たに創設し、優先的   

に採択することとしている。  

行政刷新会議において指摘された医療扶助の適正化対策の充実を図る観点から、  

レセプト点検の外部委託の推進等についても、各自治体においては積極的に取り  

組むよう指導願いたい。  

また、自立支援の観点から、被保護者の抱える多様な課題に対応できるよう、幅  

広い自立支援プログラムを用意することが重要であるため、各自治体においては、  

本補助金を有効に活用し、自立支援プログラムの一層の充実に努められたい。  

なお、補助事業の採択に当たっては、各自治体から提出していただく実施要綱等  

に記載されている事業の具体的内容及び費用対効果を踏まえて行うこととしている  

ので御留意願いたい。  
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（4）保護施設の運営及び整備について  

ア 保護施設の運営について  

（ア）保護施設の運営について  

保護施設については、退院促進等の受け皿として居宅での生活が困難な精神障  

害者の受入れや、障害別に機能分化された施設には適応しない重複障害者の受入  

れなどの役割を担っているが、近年は、社会生活に適応できず施設に入所せざる  

を得ない方（ホームレス、アルコール・薬物依存、DV被害者等）の受け皿とし  

ても機能している。  

現在、保護施設は、入所者の地域生活への移行支援のため、  

① 入所中に行われる「居宅生活訓練事業」  

② 在宅生活移行後の居宅生活の継続を目的とした「通所事業」  

③ 在宅生活が一時的に困難に陥った場合の「ショートステイ事業」  

の活用が可能な事業体系となっているところである。  

ついては、保護施設における地域生活への移行支援と自立支援機能の充実・強  

化を図るためにも、これらの事業に積極的に取り組むよう、管内保護施設に対し  

て働きかけていただきたい。  

平成21年度における実施施設数  

実施施設数   対象施設数   実施率   

保護施設適所事業   37施設   208施設   17．8％   

救護施設居宅生活訓練事業   22施設   188施設   11．7％   

※ 救護施設居宅生活者ショートステイ事業の実施自治体数は8自治体  

【参 考】  

保護施設通所事業  
l  

l  

；（目 的）   

精神疾患に係る患者等の社会的入院の解消を図り、被保護者が居宅で継続して自立；  
した生活を送れるよう支援するため、保護施設退所者等を保護施設に適所させて指導：  
訓練等を実施し、又は職員が居宅等へ訪問して生活指導等を実施する。  

l  

l  

： （参照通知）   

保護施設適所事業の実施について（平成14年3月29日社援発第0329030号厚生労働  
省社会・援護局長通知）  
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救護施設居宅生活訓練事業  

：（目 的）  

救護施設に入所している被保護者が円滑に居宅生活に移行できるようにするため  
； 施設において居宅生活に向けた生活訓練を行うとともに、訓練用住居（アパート、倍；  

囁境で実体験的に生活訓練を行うことにより、  

I  

I 

l  

l  

：（参照通知）  
社会福祉施設における施設機能強化推進費の取扱いについて（昭和62年7月16日社：  

： 施第90号 厚生省社会局長通知）  

救護施設居宅生活者ショートステイ事業  
l  

l ：（目 的）  
l  

一時的に精神状態が不安定となる居宅で生活する被保護者に対し、救護施設を短期：  

間利用させることにより、精神状態を安定させ、居宅生活の継続を支援する。   
l  

I 

l  l  

：（参照通知）  
セーーフティネット支援対策等事業の実施について（平成17年3月31日社援発第0331：  

： 021号厚生労働省社会・援護局長通知 自立支援プログラム策定実施事業実施要綱）  

（イ）保護施設入所者に係る援助方針の策定  

保護施設入所者の援助方針の策定に当たっては、保護施設との連絡調整を密に   

し、施設における個別援助計画等を参考とするなど、入所者個々の状況を十分に   

把握した上で、入所者の自立支援を図る観点から実施されるよう努められたい。  

なお、その際には、保護施設の入所の適否についても検討の上、居宅生活への   

移行や他法による専門的施設での受け入れが可能な方については、これを優先す   

ることとし、関係部局と調整の上、必要に応じ措置の見直しを行われたい。  

イ 保護施設の整備について  

平成22年度の社会福祉施設等施設整備費補助金の協議に係る留意事項について   

は、「平成22年度社会福祉施設等施設整備費の国庫補助に係る協議等について」   

（平成22年2月8日社援発0208第1号厚生労働省社会・援護局長通知）により、   

既に通知しているところであるが、保護施設の入所者の態様は当該自治体における   

他法施設の整備状況等によって異なることから、保護施設の創設に当たっては、各   

地域における保護施設に対する需要やその役割を検討した上で必要な整備について   

協議されたい。  
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1   

また、平成21年度第一次補正予算において、火災発生や地震発生時に自力で避  

難することが困難な方々が多く入所する社会福祉施設等の安全・安心を確保するた  

め、社会福祉施設等の耐震化及びスプリンクラー設備を促進することを目的とする  

「社会福祉施設等耐震化等臨時特例交付金」を創設し、都道府県に基金を造成して、  

平成23年度末まで、社会福祉施設の耐震化整備及びスプリンクラー整備を促進す  

ることとしているので、社会福祉法人等が設置する保護施設の耐震化の整備及びス   

プリンクラー整備について、基金の積極的な活用を検討されたい。  

（5）生活保護事務のIT化の推進について  

ア 生活保護業務データシステムについて  

近年、生活保護受給世帯が増加し続けており、また、生活保護受給世帯の抱える  

課題は多様化、複雑化している。このような中、適切な生活保護行政を推進してい  

くためには、国、自治体及び福祉事務所において生活保護に関係するデータの分析  

を行うことが不可欠である。また、生活保護受給世帯の増加に伴う業務量の増加に  

対応するためにも、福祉事務所においては、生活保護業務のIT化を図り、生活保  

護業務の効率化を図ることが重要となっている。  

このような課題に対応するため、現在、当省による各種業務報告や調査を見直す  

とともに、福祉事務所及び自治体のデータを一括して定期的に収集し、当省、自治  

体及び福祉事務所で共用できるデータベースを構築し、より詳細な生活保護動向の  

分析を行い、保護の適正化対策の推進及び政策の企画立案に活用することを目的と  

した「生活保護業務データシステム」を平成22年4月から一部運用開始する予定  

である。  

各都道府県、指定都市、中核市におかれては、平成22年度中に順次福祉事務所  

の生活保護システムの改修等を行い、運用を開始していただくよう、計画的な導入  

・整備をお願いしたい。  

また、都道府県・指定都市・中核市本庁職員を対象とした「生活保護業務データ  

システム」の操作説明会を、本年3月中旬に東京にて開催する予定であるので、関  

係職員の出席方についてよろしくお願いしたい。  
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生活保護業務データシステム運用までのスケジュール  

イ 医療扶助レセプトの電子化について  

「IT新改革戦略」（平成18年1月19日IT戦略本部）に基づき、医療扶助レセプト   

の電子化に対応するため、平成21年度中に、一部自治体の協力の下、医療扶助レ   

セプトの画像化等を行う「生活保護等版レセプト管理システム」ソフトウェアの開   

発を行い、平成22年度当初に各福祉事務所等に配布することを予定している。  

また、電子レセプトを受領するための専用パソコン等設備を導入する際の費用に   

ついては、平成22年度のセーフティネット支援対策等事業費補助金にて補助対象   

とする予定である。  

医療扶助レセプトの電子化は、事務処理の効率化・迅速化を図ることができると  

ともに、レセプトデータを収集・蓄積することで診療情報を詳細かつ正確に分析す   

ることが可能となる。医療費の分析は、医療扶助費の適正化を図る上で大変重要で  

あるため、早期の受領体制整備をお願いしたい。  

なお、医療扶助レセプトのオンライン受領の実施時期については、これまで当省   

と社会保険診療報酬支払基金とで調整してきたところであるが、同基金にて現在、   

原則全レセプト（手書き等レセプト含む）をオンラインでデータ提供するための   

システム改修を行っているところであり、当該改修の完了が平成22年7月になる  

見込みである。  

このことから、各実施機関におけるオンライン受領の実施時期については、平成   

22年7月提供（5月診療）分から可能となるので、御了知願いたい。  

（6）平成22年度生活保護関係調査の実施について   

ア 平成22年度生活保護関係調査の実施について  

平成22年度の生活保護関係調査については、次の一覧表のとおりである。  
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この他に、平成22年国民生活基礎調査の後続調査として、家庭の生活実態や  

生活意識をアンケート形式でお伺いする「家庭の生活実態及び生活意識に関する  

調査」を平成22年7月に実施することとしている。   

また、今後の生活保護施策の企画立案のための基礎資料を得ることを目的として、  

生活保護世帯に対し、上記調査と同様のアンケートを社会保障生計調査の「生活実  

態・生活意識調査票」として平成22年7月に実施することとしているのでご承知   

願いたい。  

イ 調査票の提出締め切りの厳守について   

各調査については、各都道府県・指定都市・中核市の関係者のご尽力・ご協力によ   

り実施されているところであるが、一部で、提出期限が大幅に遅れる自治体もあり、   

各調査の集計に支障を来している状況となっている。集計作業の迅速化を図るために   

も、提出締め切りの厳守をお願いしたい。   

特に、社会保障生計調査は、集計作業の効率化を図るため、平成22年度より調査   

票の電子データ化の作業を年1回から毎月に変更することから、特に留意願いたい。  

平成22年度生活保護関係調査一覧  

調  査  の  対  象  対象選定  
調 査 の 名 称  周期及び  

地域的範囲   属性的範饉   の  方  法   提出期限  

被保護者全国   全 国   被保護世帯   基礎調査   毎年  基礎調査   
一斉調査  約110万世帯   全  数  22年9月上旬   

7月1日現在  
⊂コ  個別調査  個別調査  

1／10無作為抽出  22年9月上旬   

医療扶助実態  全 国   医療扶助受給者  6月基金審査  毎年  22年10月中旬   
調査  分診療報酬  

明細書及び調剤報  
酬明細書（1／5、1／10  
又は1／20無作為抽  
出）  

社会保障生計   10ブロック   被保護世帯   抽  出   年 度   家計簿   
調査  12都道府県  約1，110世帯  4月から翌  

4指定都市  年3月まで  
豊且去且  

⊂コ    9中核市  脱落補充報告  
実態綿査票  （注）  即時  

生活実態・生活紹調査票  
22年7月  22年8月末   

福祉行政報告例  全 国   被保護世帯 160万   全  数   年度  翌月末  
約世帯  

⊂活保コ  毎月  （月報）   

（注）調査対象自治体は、北海道・札幌市・旭川市・函館市及び東京都を除き、原則として2年毎に調査地域を交代する  
こととしている。   

※ これ以外に、生活保護費経理状況報告、生活保護費国庫負担金にかかる事業実績報告等経理関係データ及び各種  
特別調査が生活保護行政に広く活用されている。  
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（7）ブロック会議の開催について  

平成22年度は、新潟県（北海道・東北・関東信越ブロック）、滋賀県（東海・北   

陸・近畿ブロック）、山口県（中国・四国・九州ブロック）において開催を予定して   

おり、開催時期は本年度と同様10月頃を予定しているので、ご了知願いたい。  
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